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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　流体（１２）の２以上のパラメータを感知するねじれセンサ（１６）において、
　基準部分（１８）と、
　前記基準部分（１８）に結合され、外側へ延出し且つ互いに離間して配置された複数の
突出部分（３８）を具備するねじれ部分（２０）と、
を具備し、
　前記ねじれ部分（２０）は、前記ねじれ部分（２０）を複数のねじれ小部分に分割する
複数の切欠きを含み、
　前記ねじれ部分（２０）の少なくとも一部は、前記流体（１２）に浸漬されるように装
着可能であり且つねじれ波の伝播が前記流体（１２）の前記パラメータに従属するような
影響を受けるように前記ねじれセンサ（１６）の少なくとも一部に沿って前記流体と相互
に作用するねじれ波を伝播するように動作可能であり、
　前記複数のねじれ小部分のうちの少なくとも２つが、互いに異なる前記パラメータを感
知する、
ねじれセンサ（１６）。
【請求項２】
　前記ねじれセンサ（１６）は、前記流体（１２）の絶対密度、密度プロファイル、流体
レベル、絶対温度、温度プロファイル、絶対粘度、粘度プロファイル、絶対流速、流速プ
ロファイル、絶対流体相分率、流体相分率プロファイル又はそれらの組み合わせを含む２
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以上のパラメータを感知するように構成される、請求項１に記載のねじれセンサ（１６）
。
【請求項３】
　前記ねじれ部分（２０）は、中心部分（４０）から外側へ延出し且つ互いに離間して配
置された複数の個別の突出部分（３８）を具備する、請求項２に記載のねじれセンサ（１
６）。
【請求項４】
 前記ねじれ部分（２０）は、Ｘ字形ねじれ部分、星形ねじれ部分、ファン形ねじれ部分
、湾曲ファン形ねじれ部分又はそれらの組み合わせを含む、請求項３に記載のねじれセン
サ（１６）。
【請求項５】
　前記ねじれ部分（２０）は１：２～１：７の縦横比を有する、請求項１から４のいずれ
かに記載のねじれセンサ（１６）。
【請求項６】
　流体（１２）の２以上のパラメータを感知する感知システム（１０）において、
　　基準部分（１８）と、
　　前記基準部分（１８）に結合され、外側へ延出し且つ互いに離間して配置された複数
の突出部分（３８）を具備するねじれ部分（２０）と、
　を具備し、
　　前記ねじれ部分（２０）は、前記ねじれ部分（２０）を複数のねじれ小部分に分割す
る複数の切欠きを含む、
　ねじれセンサ（１６）と、
　前記ねじれセンサ（１６）の中にせん断波エネルギーを励起するように構成された励起
装置（２１）であって、前記ねじれ部分（２０）の少なくとも一部は、前記流体（１２）
に浸漬されるように装着可能であり且つ前記せん断波エネルギーの伝播が前記流体（１２
）の前記パラメータに従属するような影響を受けるようにねじれセンサ（１６）の少なく
とも一部に沿って前記流体（１２）と相互に作用する前記せん断波エネルギーを伝播する
ように動作可能である励起装置（２１）と、
　前記ねじれセンサ（１６）に対してせん断波励起を実行し且つ前記ねじれ部分（２０）
からの波エネルギーを検出するように構成された変換器装置（２６）と、
　前記変換器装置（２６）からの出力に応答して前記流体（１２）の２以上のパラメータ
を判定するように構成されたプロセッサ装置（３０）と、
を具備し、
　前記複数のねじれ小部分のうちの少なくとも２つが、互いに異なる前記パラメータを感
知する、
感知システム（１０）。
【請求項７】
　流体（１２）の２以上のパラメータを感知する方法において、
　基準部分（１８）と、前記基準部分（１８）に結合され、外側へ延出し且つ互いに離間
して配置された複数の突出部分（３８）を具備し、ねじれ部分（２０）を複数のねじれ小
部分に分割する複数の切欠きを含む前記ねじれ部分（２０）とを具備し、且つ前記ねじれ
部分（２０）の一部が前記流体（１２）に浸漬されているねじれセンサ（１６）において
、励起装置（２１）を介して波エネルギーを励起し、それにより、前記波エネルギーの伝
播が前記流体（１２）の前記パラメータに従属するような影響を受けるように前記ねじれ
センサ（１６）の少なくとも一部に沿って前記流体（１２）と相互に作用する前記波エネ
ルギーを伝播するステップと、
　変換器装置（２６）を介して前記ねじれセンサ（１６）に対してねじれ励起を実行し且
つ前記ねじれ部分（２０）からの波エネルギーを検出するステップと、
　前記変換器装置（２６）からの出力に応答して前記流体の前記パラメータを判定するス
テップと、
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を含み、
　前記複数のねじれ小部分のうちの少なくとも２つが、互いに異なる前記パラメータを感
知する、
方法。
                                                                      
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一般に、一部が流体と接触するように配置されたねじれセンサに沿ってねじ
れ波エネルギーを伝播することにより流体の１以上のパラメータを測定するために使用さ
れるねじれセンサに関する。
【背景技術】
【０００２】
　工業プロセス制御において、流体に帰属する１以上のパラメータを流路、例えば、パイ
プに沿って判定することが必要になる場合は多い。パラメータは、流体の密度、流体速度
、流体レベル、温度、流体相などを含んでもよい。流体と関連するパラメータの検出に使
用される周知のセンサは数多く存在する。
【０００３】
　流体と関連するパラメータの検出に使用される周知のセンサの１つは、ねじれセンサで
ある。そのような装置において、ねじれセンサは特性を測定する必要がある流体の中に一
部浸漬される。一部が流体と接触する状態で保持されたセンサに沿って波エネルギーが誘
導される。ねじれセンサを取り囲む流体のパラメータは、ねじれ波の特性、特に波モード
の伝播時間に影響を与える。言い換えれば、センサに沿った導波エネルギーと流体との相
互作用の結果、センサに沿った導波エネルギーの伝播速度が低下するので、センサが空気
中又は真空中に配置されている場合の基準時間に対して起こる波の伝播時間の変化は、セ
ンサと接触している流体のパラメータを示す標識になる。特定の状況において、流体の組
成、容器の幾何学的構造及びセンサ特性のうち少なくとも１つがわかっている場合、セン
サに沿って誘導される波エネルギーの伝播時間の測定値は、流体の１つのパラメータを示
してもよい。しかし、周知のどのねじれセンサ構造でも、所定の波モードに対して長い伝
播時間にわたる１以上のパラメータの測定に改善は見られない。更に、周知のねじれセン
サ構造は、異なる種類の流体、特に、単相流体、２相流体混合物及び多相流体混合物の１
以上のパラメータの測定には適していない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】米国特許第４１９３２９１号公報
【特許文献２】米国特許第４８９３４９６号公報
【特許文献３】米国特許第６９１２９１８号公報
【非特許文献１】Z. FAN, M.J.S. LOWE, M. CASTAINGS, C. BACON; "Propagation of Tor
sional Waves in a Waveguide of Arbitrary Corss-section Immersed in a Fluid"; 17t
h World Conference on Nondestructive Testing, 25-28 Oct 2008, Shanghai, China;8 
Pages
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従って、上記の欠点及び他の欠点のうち少なくとも１つに対応するような改善されたね
じれセンサが依然として必要とされている。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の例示的な一実施形態では、流体の１以上のパラメータを感知するねじれセンサ
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が開示される。ねじれセンサは基準部分に結合されたねじれ部分を含み、ねじれ部分は外
側へ延出し且つ互いに離間して配置された複数の突出部分を含む。ねじれセンサの少なく
とも一部は、流体に浸漬されるように装着可能であり且つねじれ波の伝播が流体の１以上
のパラメータに従属するような影響を受けるようにねじれセンサの少なくとも一部に沿っ
て流体と相互に作用するねじれ波を伝播するように動作可能である。
【０００７】
　本発明の別の例示的な実施形態では、流体の１以上のパラメータを感知する感知システ
ムが開示される。感知システムは基準部分に結合されたねじれ部分を有するねじれセンサ
を含み、ねじれ部分は外側へ延出し且つ互いに離間して配置された複数の突出部分を含む
。励起装置はねじれセンサの中に波エネルギーを励起するように構成される。ねじれセン
サの少なくとも一部は、流体に浸漬されるように装着可能であり且つ波エネルギーの伝播
が流体の１以上のパラメータに従属するような影響を受けるようにねじれセンサの少なく
とも一部に沿って流体と相互に作用する波エネルギーを伝播するように動作可能である。
変換器装置は、ねじれセンサに対してねじれ励起を実行し且つねじれ部分からの波エネル
ギーを検出するように構成される。プロセッサ装置は、変換器装置からの出力に応答して
流体の１以上のパラメータを判定するように構成される。
【０００８】
　本発明の例示的な一実施形態では、流体の１以上のパラメータを感知するねじれセンサ
が開示される。ねじれセンサは１以上の切欠きを有する基準部分を含む。
【０００９】
　本発明の別の例示的な実施形態では、流体の１以上のパラメータを感知するねじれセン
サが開示される。センサは第１の材料を含む基準部分を含む。ねじれ部分は基準部分に結
合される。ねじれ部分は外側へ延出し且つ互いに離間して配置された複数の突出部分を含
む。ねじれ部分は第１の材料とは異なる第２の材料を含む。
【００１０】
　本発明の別の例示的な実施形態では、流体の１以上のパラメータを感知するねじれセン
サが開示される。センサは基準部分を含み、基準部分は基準部分を２つ以上の小部分に分
割する１以上の切欠きを有する。ねじれ部分は、基準部分に結合され、外側へ延出し且つ
互いに離間して配置された複数の突出部分を有する。基準部分及びねじれ部分は同一の材
料を含む。
【００１１】
　本発明の別の例示的な実施形態では、流体の１以上のパラメータを感知する方法が開示
される。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
　本発明の上記の特徴、態様及び利点並びに他の特徴、態様及び利点は、添付の図面を参
照して以下の詳細な説明を読むことにより更によく理解されるだろう。図面中、同じ図中
符号は一貫して同じ部分を示す。
【図１】図１は、本発明の例示的な一実施形態に係る導管を通って流れる流体の１以上の
パラメータを感知する感知システムを示したブロック図である。
【図２】図２は本発明の例示的な一実施形態に係るねじれセンサを示した斜視図である。
【図３】図３は本発明の例示的な一実施形態に係るねじれ部分を示した横断面図である。
【図４】図４は本発明の例示的な一実施形態に係るねじれ部分を示した横断面図である。
【図５】図５は本発明の例示的な一実施形態に係るねじれ部分を示した横断面図である。
【図６】図６は本発明の例示的な一実施形態に係るねじれ部分を示した横断面図である。
【図７】図７は本発明の例示的な一実施形態に係るねじれセンサを示した斜視図である。
【図８】図８は本発明の例示的な一実施形態に係るねじれセンサを示した斜視図である。
【図９】図９は図８の実施形態に係るねじれ部分を示した横断面図である。
【図１０】図１０は本発明の例示的な一実施形態に係るねじれ部分を示した横断面図であ
る。
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【図１１】図１１は本発明の例示的な一実施形態に係るねじれ部分を示した横断面図であ
る。
【図１２】図１２は本発明の例示的な一実施形態に係るねじれ部分を示した横断面図であ
る。
【図１３】図１３は本発明の例示的な一実施形態に係るねじれ部分を示した横断面図であ
る。
【図１４】図１４は本発明の例示的な一実施形態に係るねじれ部分を示した横断面図であ
る。
【図１５】図１５は本発明の例示的な一実施形態に係るねじれ部分を示した断面図である
。
【図１６】図１６は、本発明の例示的な一実施形態に係るねじれセンサに配設された変換
器装置を示した側面図である。
【図１７】図１７は、本発明の例示的な一実施形態に係るねじれセンサの基準部分に巻き
付けられた変換器装置を示した断面図である。
【図１８】図１８は、本発明の例示的な一実施形態に係るねじれセンサに沿った伝播波の
振幅の変化と時間との関係を示したグラフである。
【図１９】図１９は、本発明の例示的な一実施形態に係る導管の中に配設された２つのね
じれセンサを示した断面図である。
【図２０】図２０は、本発明の例示的な一実施形態に係る導管の中に配設されたねじれセ
ンサを示した断面図である。
【図２１】図２１は、本発明の例示的な一実施形態に係る導管の中に配設されたねじれセ
ンサを示した断面図である。
【図２２】図２２は、本発明の例示的な一実施形態に係る導管の中に配設された２つのね
じれセンサを示した断面図である。
【図２３】図２３は、本発明の例示的な一実施形態に係る導管の一部分に沿って配設され
た複数のねじれセンサを示した横断面図である。
【図２４】図２４は、本発明の例示的な一実施形態に係る導管の中に配設されたねじれセ
ンサを示した断面図である。
【図２５】図２５は、本発明の例示的な一実施形態に係る導管の中に配設された２つのね
じれセンサを示した断面図である。
【図２６】図２６は本発明の例示的な一実施形態に係るねじれセンサを示した正面図であ
る。
【図２７】図２７は本発明の例示的な一実施形態に係るねじれセンサを示した正面図であ
る。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下に説明するように、本発明の実施形態は、流体の１以上のパラメータを感知するね
じれセンサを開示する。ねじれセンサは、基準部分と、基準部分に結合されたねじれ部分
とを含む。ねじれ部分は、外側へ延出し且つ互いに離間して配置された複数の突出部分を
含む。ねじれ部分の縦横比は変更されてもよい。縦横比は１：２～１：７の範囲にあって
もよいが、それに限定されない。ねじれセンサの少なくとも一部は、流体に浸漬されるよ
うに装着可能であり且つねじれ波の伝播が流体の１以上のパラメータに従属するような影
響を受けるようにねじれセンサの少なくとも一部に沿って流体と相互に作用するねじれ波
を伝播するように動作可能である。１以上のパラメータは、流体の絶対密度、密度プロフ
ァイル、流体レベル、絶対温度、温度プロファイル、絶対粘度、粘度プロファイル、絶対
流速、流速プロファイル、絶対流体相分率、流体相分率プロファイル又はそれらの組み合
わせを含む。流体は単相流体、２相流体混合物又は多相流体混合物を含んでもよい。特定
の一実施形態において、ねじれセンサを取り入れたシステムが開示される。例示されるね
じれセンサの構成は、単相流体、２相流体混合物又は多相流体混合物の１以上のパラメー
タの測定の分解能を大幅に改善する。
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【００１４】
　図１を参照すると、導管１４を通って流れる流体１２の１以上のパラメータを感知する
感知システム１０のブロック図が示される。図示される実施形態及び以下に説明される実
施形態において、導管は垂直配置又は水平配置のいずれであってもよい。尚、導管が開示
されているが、静止状態の流体及び流動状態の流体の双方に帰属する１以上のパラメータ
を感知するために流体を収容する任意の装置に感知システム１０が適用可能である。シス
テム１０は、導管１４を通って流れている流体１２に一部が浸漬されるねじれセンサ１６
を含む。ねじれセンサ１６は基準部分１８及びねじれ部分２０を含む。特定の一実施形態
において、基準部分１８は円筒形基準部分である。流体１２に浸漬されるねじれセンサ１
６の部分の長さは変更されてもよい。
【００１５】
　感知システム１０は、増幅器２４を介してねじれセンサ１６へせん断波エネルギーを伝
達するように構成された波発生器２２を有する励起装置２１を更に含む。変換器装置２６
はねじれセンサ１６に対してせん断励起を実行するように構成される。ねじれセンサ１６
に沿って伝播する超音波導波は周囲の流体１２の有無及び性質を検出する。ねじれセンサ
１６の一部が流体１２に浸漬された場合、波の伝播は流体１２の１以上のパラメータによ
り影響を受ける。従って、ねじれセンサ１６に沿った波エネルギーの伝播を検出すること
により、流体１２の１以上のパラメータを検出可能である。１以上のパラメータは、流体
１２の絶対密度、密度プロファイル、流体レベル、絶対温度、温度プロファイル、絶対粘
度、粘度プロファイル、絶対流速、流速プロファイル、絶対流体相分率、流体相分率プロ
ファイル又はそれらの組み合わせを含む。流体１２は、単相流体、２相流体混合物又は多
相流体混合物を含んでもよい。尚、２相流体混合物又は多相流体混合物は、密度の異なる
２つ以上の流体を含んでもよい。例えば、多相流体混合物は油、水及びガスを含んでもよ
い。励起源及び受信機は、圧電変換器、湾曲圧電変換器、フェイズドアレイ磁歪変換器、
レーザー系電磁音響変換器（ＥＭＡＴ）、フェイズドＥＭＡＴ及び膜であってもよい。あ
らゆる種類の流体へのねじれセンサ１６の適用が考えられる。
【００１６】
　図示される実施形態において、変換器装置２６は、ねじれセンサ１６のねじれ部分２０
からの波エネルギーを検出するように更に構成される。波エネルギーに対応する変換器装
置２６からの出力信号は、デジタルオシロスコープ２８を介してプロセッサ装置３０へ、
例えばコンピュータへ送信される。プロセッサ装置３０は、変換器装置２６からの出力信
号に応答して流体１２の１以上のパラメータを判定するように構成される。尚、この感知
システム１０の構成は例示的な一実施形態であり、本発明の範囲を限定すると解釈されて
はならない。本実施形態のねじれセンサ１６は、容器に収容されているか又は導管を通っ
て流れている流体１２に帰属する１以上のパラメータの検出を必要とする任意の用途に適
用可能である。典型的な適用例は石油産業、油及びガスなどである。以下に、実施形態を
参照してセンサの構造及びセンサの配置の実施例を更に詳細に説明する。
【００１７】
　図２を参照すると、ねじれセンサ３２の一実施例の斜視図が示される。ねじれセンサ３
２は基準部分３４及びねじれ部分３６を含む。図示される実施形態において、基準部分３
４は円筒形基準部分であり且つねじれ部分３６はＸ字形ねじれ部分である。ねじれ部分３
６は外側へ延出し且つ互いに離間して配置された複数の突出部分３８を含む。特に、ねじ
れ部分３６は、ねじれ部分３６の中心部分４０に関して対称に配設された複数の個別の突
出部分３８を含む。
【００１８】
　先に説明したように、流体媒体の１以上のパラメータを検出するために、ねじれセンサ
３２は、周囲に流体媒体が存在することによって起こるねじれ部分３６に沿って伝播する
波エネルギーの速度の変化を利用する。せん断波がねじれセンサ３２のねじれ部分３６を
通って伝播する間に、ねじれ部分３６の周囲に存在する流体の加速及び減速が起こる。ね
じれ部分３６の表面に垂直力が加えられ、この力は周囲の流体に作用する。ねじれ部分３
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６の周囲の流体の運動は、流体と固体との境界面における速度の垂直速度成分及び周囲の
流体の粘性抵抗によって誘起される。その結果、流体はねじれ部分３６の角で捕捉され、
波エネルギーの伝播に影響を与える。言い換えれば、波エネルギーの伝播は周囲の流体の
慣性によって影響を受ける。伝播波エネルギーの速度を判定することにより、周囲の流体
媒体の１以上のパラメータを検出可能である。
【００１９】
　図３を参照すると、ねじれ部分４２の一実施例の横断面図が示される。ねじれ部分４２
はＸ字形ねじれ部分である。ねじれ部分４２は、中心部分４６から外側へ延出し且つ互い
に離間して配置された複数の突出部分４４、４５を含む。複数の突出部分４４、４５は中
心部分４６に関して対称に配設される。特定の一実施形態において、２つの突出部分４４
の離間距離は３ｍｍ～５０ｍｍの範囲であってもよい。別の特定の実施形態において、２
つの突出部分４５の離間距離は３ｍｍ～５０ｍｍの範囲であってもよい。更に別の特定の
実施形態において、１つの突出部分４４と別の突出部分４５との離間距離は、１ｍｍ～１
７ｍｍの範囲であってもよい。突出部分４４、４５の対向する交差箇所の離間距離は、１
ｍｍ～２０ｍｍの範囲であってもよい。
【００２０】
　図４を参照すると、ねじれ部分４８の一実施例の横断面図が示される。ねじれ部分４８
はＸ字形ねじれ部分である。ねじれ部分４８は、中心部分５２から外側へ延出し且つ互い
に離間して配置された複数の突出部分５０、５１を含む。複数の突出部分５０、５１は中
心部分５２に関して非対称に配設される。突出部分５０、５１の離間距離は３ｍｍ～５０
ｍｍの範囲であってもよい。交差箇所５３、５５の離間距離は１ｍｍ～１７ｍｍの範囲で
あってもよい。交差箇所５３、５７の離間距離は０．５ｍｍ～８．５ｍｍの範囲であって
もよい。
【００２１】
　図５を参照すると、ねじれ部分５４の一実施例の横断面図が示される。ねじれ部分５４
はＸ字形ねじれ部分である。ねじれ部分５４は、中心部分５８から外側へ延出し且つ互い
に離間して配置された複数の突出部分５６を含む。複数の突出部分５６は中心部分５８に
関して対称に配設される。
【００２２】
　図６を参照すると、ねじれ部分６０の一実施例の横断面図が示される。ねじれ部分６０
はＸ字形ねじれ部分である。ねじれ部分６０は、中心部分６４から外側へ延出し且つ互い
に離間して配置された複数の突出部分６２を含む。複数の突出部分６２は中心部分６４に
関して非対称に配設される。
【００２３】
　図７を参照すると、ねじれセンサ６６の一実施例の斜視図が示される。ねじれセンサ６
６は基準部分６８及びねじれ部分７０を含む。図示される実施形態において、基準部分６
８は円筒形基準部分であり且つねじれ部分７０はファン形ねじれ部分である。ねじれ部分
７０は、外側へ延出する１つの突出部分７２又は外側へ延出し且つ互いに離間して配置さ
れた複数の突出部分７２を含む。特に、ねじれ部分７０は、ねじれ部分７０の中心部分７
４に関して対称に配設された複数の個別の突出部分７２を含む。
【００２４】
　図８を参照すると、ねじれセンサ７６の一実施例の斜視図が示される。ねじれセンサ７
６は基準部分７８及びねじれ部分８０を含む。図示される実施形態において、基準部分７
８は円筒形基準部分であり且つねじれ部分８０は湾曲ファン形ねじれ部分である。ねじれ
部分８０は、外側へ延出する１つの突出部分８２又は外側へ延出し且つ互いに離間して配
置された複数の突出部分８２を含む。特に、ねじれ部分８０は、ねじれ部分８０の中心部
分８４に関して対称に配設された複数の個別の突出部分８２を含む。
【００２５】
　図９を参照すると、ねじれ部分８０の横断面図が示される。ねじれ部分８０は、ねじれ
部分８０の中心部分８４に関して対称に配設された複数の個別の突出部分８２を含む。１
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つの突出部分８２の先端から隣接する突出部分８２の先端までの距離は、３ｍｍ～５０ｍ
ｍの範囲であってもよい。各突出部分８２の基部は１ｍｍ～２０ｍｍの範囲の長さを有す
る。各突出部分８２の先端から隣接する突出部分８２の湾曲部分８１までの距離は、２ｍ
ｍ～３３ｍｍの範囲であってもよい。
【００２６】
　図１０を参照すると、星形ねじれ部分８６の一実施例の横断面図が示される。ねじれ部
分８６は、中心部分９０から外側へ延出し且つ互いに離間して配設された複数の突出部分
８８、９１、９３を含む。複数の突出部分８８、９１、９３は中心部分９０に関して対称
に配設される。一実施形態において、２つの突出部分の先端の離間距離は３ｍｍ～５０ｍ
ｍの範囲であってもよい。別の特定の実施形態において、２つの突出部分９１の先端の離
間距離は１ｍｍ～１７ｍｍの範囲であってもよい。更に別の特定の実施形態において、１
つの突出部分９１の先端と突出部分９３の先端との離間距離は、３ｍｍ～５０ｍｍの範囲
であってもよい。更に別の実施形態において、交差箇所９５、９７の離間距離は０．５ｍ
ｍ～７ｍｍの範囲であってもよい。別の特定の実施形態において、交差箇所９９、１０１
の離間距離は０．６ｍｍ～８．５ｍｍの範囲であってもよい。
【００２７】
　尚、以上説明した実施形態において開示された寸法は値の例であり、本発明の範囲を限
定すると解釈されてはならない。
【００２８】
　図１１を参照すると、星形ねじれ部分９２の一実施例の横断面図が示される。ねじれ部
分９２は、中心部分９６から外側へ延出し且つ互いに離間して配置された複数の突出部分
９４を含む。複数の突出部分９４は中心部分９６に関して対称に配設される。
【００２９】
　図１２を参照すると、星形ねじれ部分９８の一実施例の横断面図が示される。ねじれ部
分９８は、中心部分１０２から外側へ延出し且つ互いに離間して配置された複数の突出部
分１００を含む。複数の突出部分１００は中心部分１０２に関して対称に配設される。
【００３０】
　図１３を参照すると、星形ねじれ部分１０４の一実施例の横断面図が示される。ねじれ
部分１０４は、中心部分１０８から外側へ延出し且つ互いに離間して配置された複数の突
出部分１０６を含む。複数の突出部分１０６は中心部分１０８に関して対称に配設される
。
【００３１】
　図１４を参照すると、ねじれ部分１１０の一実施例の横断面図が示される。ねじれ部分
１１０は、外側へ延出し且つ互いに離間して配置された複数の突出部分１１２を含む。
【００３２】
　図１５を参照すると、ねじれ部分の一実施例の一部分１１４が示される。
【００３３】
　本明細書において種々の形状のねじれ部分が開示されるが、ねじれ部分のそのようなす
べての形状の組み合わせも考えられる。
【００３４】
　図１６を参照すると、センサ１１１及び変換器装置１１３の構成の一実施例の側面図が
示される。図示される実施形態において、センサ１１１は基準部分１１５及びねじれ部分
１１７を含む。基準部分１１５は側面に凹部１２１を有する拡張先端部１１９を含む。変
換器装置１１３は基準部分１１５の側面凹部１２１に装着される。このような構成は、本
明細書において説明される実施形態のいずれにも適用可能である。
【００３５】
　図１７を参照すると、基準部分１１５及び変換器装置１１３の１つの構成の側面図が示
される。基準部分１１５は拡張先端部１１９を含み且つ変換器装置１１３は拡張先端部１
１９に巻き付けられる。
【００３６】
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　図１８を参照すると、センサのねじれ部分からの波エネルギーを示す出力信号の振幅の
変化と時間（秒）との関係を示したグラフが示される。前述のように、変換器装置は、セ
ンサのねじれ部分からの波エネルギーを検出するように更に構成される。波エネルギーに
対応する変換器からの出力信号は、デジタルオシロスコープを介してプロセッサ装置へ送
信される。プロセッサ装置は、変換器装置からの出力信号に応答して流体の１以上のパラ
メータを判定するように構成される。
【００３７】
　ねじれ部分における伝播波の速度は、ねじれセンサの２つの場所で波の到達時間を測定
することにより判定される。基準信号１１６はセンサの基準部分とねじれ部分との境界面
から送信される信号である。信号１１８はセンサのねじれ部分の一端から送信される信号
である。例えば、図２を参照して説明すると、基準信号はセンサ３２の基準部分３４とね
じれ部分３６との境界面から送信される信号である。他方の信号はセンサ３２のねじれ部
分３６の一端から送信される信号である。図１８において、基準信号１１６のピーク１２
０から信号１１８のピーク１２２に至るまでの時間は、「伝播時間」１２４と呼ばれる。
伝播波の速度は伝播時間１２４に基づいて計算される。
【００３８】
　図１９を参照すると、２つのねじれセンサ１２６、１２８の１つの配置例の断面図が示
される。図示される実施形態において、２つのねじれセンサ１２６、１２８は導管１３０
内の異なる場所に配設される。センサ１２６は基準部分１３２及びねじれ部分１３４を含
む。センサ１２６は導管１３０の壁１３８の１つの面１３６に近接して配設される。セン
サ１２８は基準部分１４０及びねじれ部分１４２を含む。センサ１２８はセンサ１２６と
導管１３０の壁１３８の別の面１４６との間に配設される。特に、センサ１２８は導管１
３０の中心軸１４４と壁１３８の別の面１４６との間に配設される。
【００３９】
　図示される実施形態において、各センサは、変換器装置がねじれ波エネルギーの発生及
び受信の双方に使用されるパルスエコー動作モードで動作する。一方のエコーは対応する
センサの基準部分とねじれ部分との境界面からのねじれ波エネルギーの反射に相当し、他
方のエコーは対応するセンサの一端からのねじれ波エネルギーの反射に相当する。本明細
書において説明されるすべての実施形態において、各センサは、１つの変換器装置がねじ
れ波エネルギーの発生に使用され且つ別の変換器装置がねじれ波エネルギーの受信に使用
される伝送動作モードで動作してもよい。
【００４０】
　特定の一実施形態において、導管１３０を通って２相流体混合物が流れている。例えば
、２相流体混合物は油及び水を含む。一方のねじれセンサ１２６は、一方の流体、例えば
油の密度を検出するように構成される。他方のねじれセンサ１２８は、他方の流体、例え
ば水の密度を検出するように構成される。図示される実施形態において、センサ１２６、
１２８は導管１３０の同一の場所に配設される。尚、本明細書において説明される実施形
態において、センサの数及びセンサの配置場所は本発明の範囲を限定するとみなされては
ならない。このセンサ配置は流体混合物の他のパラメータの検出にも適用可能である。ま
た、このセンサ配置は、任意の単相流体、２相流体混合物及び多相流体混合物にも適用可
能である。
【００４１】
　図２０を参照すると、ねじれセンサ１４８の１つの配置例の断面図が示される。図示さ
れる実施形態において、センサ１４８は導管１５０の中に配設される。図示される実施形
態において、センサ１４８は、ねじれ部分１５４を複数のねじれ小部分１５６に分割する
複数の切欠き１５２を含む。各ねじれ小部分１５６からの波エネルギーは、導管１５０の
対応する１つの領域に限定された流体と関連する１以上のパラメータを示す。例えば、１
つのねじれ小部分は密度を示してもよく、別のねじれ小部分は相割合を示してもよい。
【００４２】
　尚、例示されるセンサ配置は流体の他のパラメータの検出にも適用可能である。例示さ
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れるセンサ配置は、任意の単相流体、２相流体混合物及び多相流体混合物にも適用可能で
ある。
【００４３】
　図２１を参照すると、ねじれセンサ１５８の１つの配置例の断面図が示される。図示さ
れる実施形態において、センサ１５８は導管１６０の直径に沿って延出するように配設さ
れる。一実施形態において、ねじれセンサ１５８は単相流体の密度を検出するように構成
される。別の実施形態において、ねじれセンサ１５８は２相流体混合物の平均密度を検出
するように構成される。更に別の実施形態において、多相流体混合物の各流体相が導管１
６０の対応する１つの領域に封じ込められている場合、ねじれセンサ１５８は各流体相の
面高さを検出するように構成される。更に別の実施形態において、多相流体混合物の相が
導管１６０内で分散されている場合、ねじれセンサ１５８は各流体相の割合を検出するよ
うに構成される。例示されるセンサ配置は流体／流体混合物の他のパラメータの検出にも
適用可能である。例示されるセンサ配置は、任意の単相流体、２相流体混合物及び多相流
体混合物にも適用可能である。
【００４４】
　図２２を参照すると、２つのねじれセンサ１６２、１６４の１つの配置例の断面図が示
される。センサ１６２、１６４は導管１６６内の異なる場所に配設される。図示される実
施形態において、センサ１６２、１６４は、導管１６６内に所定の距離（Ｌ）だけ離間し
て配置される。特定の一実施形態において、センサ１６２の出力応答時間とセンサ１６４
の出力応答時間との相関は、流体の相速度を示してもよい。例えば、センサ１６２の出力
応答時間を「ｔ１」で示し且つセンサ１６４の出力応答時間を「ｔ２」で示す場合、流体
の相速度は、以下に示す関係により判定される。
【００４５】
【数１】

【００４６】
　先に説明した実施形態と同様に、センサの数及びセンサの配置場所は、図示される数及
び場所に限定されるとみなされてはならない。このセンサ配置は流体／流体混合物の他の
パラメータの検出にも適用可能である。このセンサ配置は、任意の単相流体、２相流体混
合物及び多相流体混合物にも適用可能である。
【００４７】
　図２３を参照すると、複数のねじれセンサ１６８の１つの配置例の横断面図が示される
。図示される実施形態において、複数のねじれセンサ１６８は導管１７０の横断面に沿っ
て互いに離間して配設される。特定の一実施形態において、センサ１６８は２相／多相流
体混合物の密度プロファイルを判定するように構成される。別の実施形態において、セン
サ１６８は２相／多相流体混合物の各流体相の相割合を判定するように構成される。この
場合にも、センサの数は本発明の範囲を限定するとみなされてはならない。このセンサ配
置は流体混合物の他のパラメータの検出にも適用可能である。このセンサ配置は、任意の
単相流体、２相流体混合物及び多相流体混合物にも適用可能である。
【００４８】
　図２４を参照すると、ねじれセンサ１７２の１つの配置例の断面図が示される。図示さ
れる実施形態において、センサ１７２は導管１７４を横断するように配設される。センサ
１７２は、２相／多相流体混合物の各流体相の１以上のパラメータを検出するように構成
される。一実施形態において、２相流体混合物が導管１７４を通って流れている場合、第
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１の時間におけるセンサ１７２の出力応答は一方の流体相の相密度又は相割合を示しても
よく、第１の時間より後の第２の時間におけるセンサの別の出力応答は別の流体相の相密
度又は相割合を示してもよい。例示されるセンサ配置は流体混合物の他のパラメータの検
出にも適用可能である。このセンサ配置は、任意の単相流体、２相流体混合物及び多相流
体混合物にも適用可能である。
【００４９】
　図２５を参照すると、２つのねじれセンサ１７６、１７８の１つの配置例の断面図が示
される。図示される実施形態において、センサ１７６、１７８は導管１８０の同一の場所
に配設される。ねじれセンサ１７６は第１の長さを有し、他方のねじれセンサ１７８は第
１の長さとは異なる第２の長さを有する。一実施形態において、２相流体混合物が導管１
８０を通って流れている場合、一方のセンサ１７６は一方の流体相の密度又は相割合を検
出するように構成されてもよく、他方のセンサ１７８は他方の流体相の密度又は相割合を
検出するように構成されてもよい。例示されるセンサ配置は流体混合物の他のパラメータ
の検出にも適用可能である。このセンサ配置は、任意の単相流体、２相流体混合物及び多
相流体混合物にも適用可能である。
【００５０】
　図２６を参照すると、ねじれセンサ１８２の一実施例の正面図が示される。センサ１８
２は、基準部分１８４及びねじれ部分１８６を含む。図示される実施形態において、基準
部分１８４は、基準部分１８４を複数の小部分１９０に分割する２つの切欠き又は溝１８
８、１８９を含む。基準部分１８４及びねじれ部分１８６は同一の材料を含む。前述のよ
うに、流体媒体の１以上のパラメータを検出するために、ねじれセンサ１８２は、センサ
の周囲の流体媒体が存在することによって起こるねじれ部分１８６に沿って伝播する波エ
ネルギーの速度の変化を利用する。
【００５１】
　図示される実施形態において、ねじれ部分１８６及び切欠き１８９を含む基準部分１８
４の一部は、流体媒体に浸漬される。前述のように、伝播速度は伝播波の伝播時間に基づ
いて計算される。尚、一実施形態において、ねじれセンサ１８２に沿ったねじれ波の伝播
時間の変化は、流体の１以上のパラメータ、例えば温度の変化に起因する。伝播波の伝播
時間は特定の温度に合わせて校正され、流体の１以上のパラメータを判定するために、そ
の校正に基づいて伝播時間は修正される。一方の切欠き１８８は空気にさらされているね
じれセンサ１８２の部分に対応する基準領域であり、他方の切欠き１９０は流体に浸漬さ
れているセンサ１８２の部分に対応する基準領域である。別の実施形態において、基準部
分１８４に切欠きを形成する代わりに、基準部分１８４及びねじれ部分１８６の双方は異
なる材料を含んでもよい。言い換えれば、基準部分１８４は第１の材料を含んでもよく且
つねじれ部分１８６は第２の材料を含んでもよい。例示されるセンサ構成は流体混合物の
他のパラメータの検出にも適用可能である。このセンサ構成は、任意の単相流体、２相流
体混合物及び多相流体混合物にも適用可能である。
【００５２】
　図２７を参照すると、ねじれセンサ１９２の一実施例の正面図が示される。センサ１９
２は基準部分１９４及びねじれ部分１９６を含む。図示される実施形態において、基準部
分１９４は、基準部分１９４を２つの小部分１９６に分割する切欠き又は溝１９５を含む
。基準部分１９４及びねじれ部分１９６は同一の材料を含む。
【００５３】
　図示される実施形態において、ねじれ部分１９６及び切欠き１９５を含む基準部分１９
６の一部は流体媒体に浸漬される。尚、ねじれセンサ１９６に沿ったねじれ波の伝播時間
の変化は、流体の１以上のパラメータ、例えば粘度の変化に起因する。図示される実施形
態において、伝播波の伝播時間は特定の粘度に合わせて校正され、流体の１以上のパラメ
ータを判定するために、伝播時間はその校正に基づいて修正される。別の実施形態におい
て、基準部分１９４に切欠き１９５を形成する代わりに、基準部分１９４及びねじれ部分
１９６の双方は異なる材料を含んでもよい。言い換えれば、基準部分１９４は第１の材料
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を含んでもよく且つねじれ部分１９６は第２の材料を含んでもよい。
【００５４】
　先に実施形態を参照して説明したように、センサの形状は、ねじれ部分を取り囲むよう
にして存在する流体の中の伝播ねじれ波に抵抗を与える。この抵抗は伝播波の伝播時間の
変化を示す。例示されるセンサの形状及び配置は、伝播波に抵抗を与え、伝播時間を増加
する。その結果、流体の１つ以上のパラメータを測定するセンサの分解能が向上する。
【００５５】
　本発明のある特定の特徴のみを例示し且つ説明したが、当業者には多くの変形及び変更
が明らかだろう。従って、添付の特許請求の範囲は、本発明の真の精神の範囲内に入るそ
のような変形及び変更のすべてを含むことを意図すると理解されるべきである。
【符号の説明】
【００５６】
　１０　　感知システム
　１２　　流体
　１４　　導管
　１６　　ねじれセンサ
　１８　　基準部分
　２０　　ねじれ部分
　２１　　励起装置
　２２　　波発生器
　２４　　増幅器
　２６　　変換器装置
　２８　　デジタルオシロスコープ
　３０　　プロセッサ装置
　３２　　ねじれセンサ
　３４　　基準部分
　３６　　ねじれ部分
　３８　　突出部分
　４０　　中心部分
　４２　　ねじれ部分
　４４　　複数の突出部分
　４５　　複数の突出部分
　４６　　中心部分
　４８　　ねじれ部分
　５０　　複数の突出部分
　５１　　複数の突出部分
　５２　　中心部分
　５３　　交差箇所
　５４　　ねじれ部分
　５５　　交差箇所
　５６　　複数の突出部分
　５８　　中心部分
　６０　　ねじれ部分
　６２　　複数の突出部分
　６４　　中心部分
　６６　　ねじれセンサ
　６８　　基準部分
　７０　　ねじれ部分
　７２　　１つの突出部分
　７４　　中心部分



(13) JP 5735807 B2 2015.6.17

10

20

30

40

50

　７６　　ねじれセンサ
　７８　　基準部分
　８０　　ねじれ部分
　８２　　１つの突出部分
　８４　　中心部分
　８６　　星形ねじれ部分
　８８　　複数の突出部分
　９０　　中心部分
　９１　　複数の突出部分
　９２　　星形ねじれ部分
　９３　　複数の突出部分
　９４　　複数の突出部分
　９５　　交差箇所
　９６　　中心部分
　９７　　交差箇所
　９８　　星形ねじれ部分
　９９　　交差箇所
　１００　　複数の突出部分
　１０１　　交差箇所
　１０２　　中心部分
　１０４　　星形ねじれ部分
　１０６　　複数の突出部分
　１０８　　中心部分
　１１０　　ねじれ部分
　１１１　　センサ
　１１２　　複数の突出部分
　１１３　　変換器装置
　１１４　　ねじれ部分の一部
　１１５　　基準部分
　１１６　　基準信号
　１１７　　ねじれ部分
　１１８　　信号
　１１９　　拡張先端部分
　１２０　　基準信号のピーク
　１２１　　側面凹部
　１２２　　信号のピーク
　１２４　　伝播時間
　１２６　　ねじれセンサ
　１２８　　ねじれセンサ
　１３０　　導管
　１３２　　基準部分
　１３４　　ねじれ部分
　１３６　　一方の面
　１３８　　壁
　１４０　　基準部分
　１４２　　ねじれ部分
　１４４　　中心軸
　１４６　　別の面
　１４８　　ねじれセンサ
　１５０　　導管
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　１５２　　複数の切欠き
　１５４　　ねじれ部分
　１５６　　複数のねじれ小部分
　１５８　　ねじれセンサ
　１６０　　導管
　１６２　　ねじれセンサ
　１６４　　ねじれセンサ
　１６６　　導管
　１６８　　複数のねじれセンサ
　１７０　　導管
　１７２　　ねじれセンサ
　１７４　　導管
　１７６　　ねじれセンサ
　１７８　　ねじれセンサ
　１８０　　導管
　１８２　　ねじれセンサ
　１８４　　基準部分
　１８６　　ねじれ部分
　１８８　　切欠き又は溝
　１８９　　切欠き又は溝
　１９０　　複数の小部分
　１９２　　ねじれセンサ
　１９４　　基準部分
　１９５　　切欠き又は溝
　１９６　　ねじれ部分
【図１９】
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